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社会保険庁職員の服務違反に関する調査報告書

平成２０年４月３０日

社 会 保 険 庁

Ⅰ．はじめに

去る3月26日、年金業務・組織再生会議に社会保険庁職員の服務違反に関す

る調査の経過報告を行った後、引き続き社会保険庁において調査を行った結

果を本日報告するにあたり、多くの職員が長期間にわたり、無許可専従など

の服務違反を行っていたことが明らかになったことは、社会保険事業に対す

る国民の信頼を著しく損ねるものであり、極めて遺憾なこととして深く反省

するとともに、あらためて国民の皆様に心からお詫び申し上げる。

今後、二度とこのような不祥事を発生させることのないよう、再発防止策

、 。の徹底を図り 国民の皆様の信頼回復のため全力を尽くしていく決意である

なお、本調査報告書は、年金業務・組織再生会議の要請を受けて、昨年12

月以来行ってきた一連の調査の結果をとりまとめたものであるが、今後、社

、 、会保険庁として引き続き情報の収集を行い 新たな情報が得られた場合には

その内容に応じ、さらに必要な調査を行ってまいりたい。

Ⅱ．調査の概要及び結果について

１．調査の目的

平成19年10月に公表された年金業務・組織再生会議の日本年金機構の職

員採用に係る中間整理において 「過去に懲戒処分や矯正措置などの処分、

を受けた者については、その処分を機構職員としての採否を決定する際の

重要な考慮要素とし」とあり、また「今後、国家公務員としての服務違反

などが明らかになった者についても、同様に対処すべきことはいうまでも

ない」とされている。

これを踏まえ、年金業務・組織再生会議から社会保険庁に対し、服務違

反全般について調査を行うよう要請があったこと、また、社会保険庁とし

ても、日本年金機構に採用される職員について公平公正に評価されること

が重要であると考え、調査を実施したものである。

２．調査対象の服務違反行為

調査は、次の 項目の服務違反行為を対象として行った。7
(1)無許可専従 (2)勤務時間内組合活動 (3)争議行為

(4)勤務時間内における政治的行為 (5)リボン・プレート行動

(6)兼業 (7)度重なる遅刻・欠勤

(注) この調査において「無許可専従」とは、国家公務員としての給与

を受けながら、専ら職員団体の業務に従事することをいう。

資料２－２
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３．調査対象者

(1)管理者調査

① 本庁

ア 社会保険庁本庁の総務課長、職員課長（平成12年3月以前にあって

は職員厚生室長）又は各課総括補佐の職にあった者及び現在同職に

ある者

イ 社会保険業務センターの総務部長及び庶務課長の職にあった者及び

現在同職にある者

ウ 社会保険大学校の庶務課長の職にあった者及び現在同職にある者

② 地方組織

ア 社会保険事務局の事務局長、次長（東京社会保険事務局及び大阪社

会保険事務局にあっては総務部長）及び総務課長（平成12年3月以前

にあっては、都道府県民生主管部（局）保険課（部）長、国民年金

課（部）長及び主幹）の職にあった者及び現在同職にある者

イ 社会保険事務所の所長、次長（業務次長を除く）及び庶務課長（総

務課長を含む）の職にあった者及び現在同職にある者

(2)行為者調査

管理者調査において、服務違反を行っていたとされた職員及び職員で

あった者

(3)第三者調査

無許可専従の調査において、行為者が当時所属した部署の勤務時間管

、 、 （ ） （ ） 、理員 直属の上司 同じ課 係 の職員及び庶務課 総務課 の職員等

行為者の勤務状況について把握が可能であった者

４．調査方法

( )当初調査1
調査は、管理者調査、行為者調査、第三者調査の順に実施した。

調査の方法は、調査対象者に対し調査票を配付し、回答票への記入、署

名捺印をしたうえで提出を求めた。

また、調査票による調査の結果、必要に応じて調査対象者に対する聞き

取り又は書面による追加調査を行った。

① 管理者調査

管理者及び管理者であった者に対し、所属職員及び管理者本人の服務

違反行為の有無について調査を行った。

調査対象管理者数（延べ人員） ６，７２２人
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回答票提出者数（延べ人員） ６，４６２人（回答率96.1%）

② 行為者調査

管理者調査で指摘された行為者に対し、指摘された服務違反行為の有

無について調査を行った。

③ 第三者調査

行為者が無許可専従を行った当時の同僚等第三者に対し、その事実を

確認した。

(2)週刊誌等で指摘のあった事項についての調査

① 北海道ブロック監察官調査

平成 年 月 日に一部週刊誌で報道された、北海道社会保険事務20 3 6
局職員の「勤務時間内組合活動」及び「政治的行為」等について、関

係者に対し事実関係の確認のための調査を行った。

② 「国費評九州地連」関係調査

平成 年 月 日の年金業務・組織再生会議において委員より指20 3 26
摘のあった、一部週刊誌に掲載された「国費評九州地連三役会議まと

め」の内容（時間内組合活動、職場集会等）について、関係者に対し

事実関係の確認のための調査を行った。

５．調査対象期間

平成9年4月1日～19年9月30日。

ただし、管理者として調査対象となった本人が行った無許可専従等の調

査については、それぞれの全勤務期間を対象とした。

６．調査体制

公正な調査を実施するため、弁護士の参画を得て、社会保険庁本庁及び

各社会保険事務局に、それぞれ本庁総務部長及び社会保険事務局長を主査

とする服務関係調査班を設置。

７．調査結果

調査の結果は、調査項目ごとに次のとおりであった。

(1)無許可専従

① 東京社会保険事務局

ア 東京社会保険事務局に係る管理者調査において、所属する職員が無

許可専従を行うことを認めた又は黙認した（無許可専従が行われてい

ることを疑いながら確認・指導を行っていなかった場合を含む。以下

481同じ という 事実があるか について確認した結果 調査対象者。） 「 」 、
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人のうち 人の管理者から、 人の職員について無許可専従を行う43 17
ことを認めた又は黙認した事実が「ある」との回答があった。

なお、東京社会保険事務局長及び総務部長（平成 年 月以前にお12 3
12いては 東京都社会保険管理部長及び同部管理課長 の職にあった者、 ）

人に対して同じ調査を行ったところ、いずれも無許可専従を認めた又

は黙認した事実は「ない」と回答があった。

イ 管理者調査で無許可専従を行っていたと報告された行為者 人に対17
し調査を行い、報告の内容について「事実と相違ないか」と確認した

結果、 人全員から「事実と相違ない」と回答があった。17

ウ 行為者が無許可専従を行っていた当時の同僚等職員 人に対し第三34
者調査を行い、管理者調査及び行為者調査により判明した無許可専従

の期間について「事実と相違ないか」と確認した結果、全員から「事

実と相違ない」と回答があった。

エ 管理者に対して追加調査及び必要に応じて聴き取り調査を行い、無

許可専従の態様等について管理者に確認した結果は、次のとおりであ

った。

ａ 社会保険事務局に所属していた行為者について

総務課長（平成 年 月以前においては、東京都社会保険管理12 3
部管理課主幹）の職にあった者 人に確認した結果 「法律違反と4 、

の認識はあったが、従来からの慣行で行われてきた」ものであり、

「改善することができなかった」等の回答があった。

ｂ 社会保険事務所に所属していた行為者について

事務所長、事務所次長（業務次長を除く）及び庶務課長の職にあ

った者 人に確認した結果、職員団体の役員になると給与を受け80
ながらの「専従になるとの従来からの慣行に従ったものであり、法

律違反との認識はなかった」等の回答があった。

ｃ 超過勤務手当について

職員団体と管理者の間で新規事業等の対応を協議する際、その協

、 、議が勤務時間を超えた場合 その超えた時間を超過勤務時間として

超過勤務手当を支給する取扱いが行われていた。これは、協議に参

加した無許可専従者が配属されていた社会保険事務所に、事務局総

務課人事係が超過勤務時間数を連絡して行われていたものであり、

当時の人事係長１人からは「前任者からの引き継ぎにより、従来か

らの慣行に従って行わざるを得なかった」等の回答があった。
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ｄ 勤務評定について

社会保険事務所長等は、勤務評定記録書の評定において、行為者

本人について勤務実態が無いことを知りながら、高い評価を付ける

ことがあった。

オ 行為者 人に対する追加調査を行い、無許可専従の態様等について17
確認した結果、行為者の回答の概要は次のとおりであった。

ａ 無許可専従を行った理由、管理者の了解の有無

支部役員になると職場を離れ、専従となることが慣行として定着

しており、そのため、管理者側に無許可専従を行うことの了解を求

めたことはなく、また、管理者側から是正の指示もなかったため、

法律違反との認識はなかった。

ｂ 無許可専従期間中の職員団体の用務について

無許可専従期間中の態様は、職員としての本来の職務を離れ、職

員団体の事務室に出勤し職員団体の用務に従事していた。用務の主

な内容としては、社会保険業務の業務処理方法に関する管理者側と

の協議、職員の健康管理を課題とした労働条件、職場環境に関する

検討や協議を行っていた。

カ 無許可専従を行っていた 人（現職者 名、退職者 名）は、当17 16 1
時東京都庁職員労働組合社会保険支部の組合員であり、それらの者の

主な役職は支部長、副支部長、書記長、書記次長、会計、執行委員で

あった。また、無許可専従を行っていた期間の平均年数は 年 ヶ月4 9
で、最も長期間の者は 年 ヶ月で 人であった。7 3 3

（ ） 、 「 」注 管理者及び行為者等からの回答において 職員団体を 組合

、 「 」として回答があったものについては 原則として 職員団体

に統一して表記した（以下同じ 。。）

② 大阪社会保険事務局

ア 大阪社会保険事務局に係る管理者調査において、所属する職員が無

許可専従を行うことを認めた又は黙認したという「事実があるか」に

479 40 12ついて確認した結果 調査対象者 人のうち 人の管理者から、 、

人の職員について無許可専従を行うことを認めた又は黙認した事実が

「ある」と回答があった。

なお、大阪社会保険事務局長及び総務部長（平成 年 月以前にお12 3
いては、大阪府社会保険管理課長）の職にあった者 人に対して同14
じ調査を行ったところ、いずれも無許可専従を認めた又は黙認した事
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実は「ない」と回答があった。

イ 管理者調査で無許可専従を行っていたと報告された行為者 人に対12
し調査を行い、報告の内容について「事実と相違ないか」と確認した

結果、 人全員から「事実と相違ない」と回答があった。12

ウ 行為者が無許可専従を行っていた当時の同僚等職員 人に対し第三37
者調査を行い、管理者調査及び行為者調査により判明した無許可専従

の期間について 事実と相違ないか と確認した結果 人から 事「 」 、 「36
実と相違ない」と回答があり、 人から「わからない」と回答があっ1
た。

エ 管理者に対して追加調査及び必要に応じて聴き取り調査を行い、無

許可専従の態様等について管理者に確認した結果は、次のとおりであ

った。

ａ 社会保険事務局に所属していた行為者について

総務課長（平成 年 月以前においては、大阪府社会保険管理課12 3
主幹）の職にあった者 人に確認した結果 「法律違反であるという4 、

認識はあった」が 「従来からの慣行で行われてきた」ものであり、、

「黙認せざるを得なかった」等の回答があった。

また、無許可専従期間中における行為者については 「主に職員、

、 」団体の業務を行っていたが 職員としての本来の職務も行っていた

等の回答があった。

ｂ 社会保険事務所に所属していた行為者について

事務所長、事務所次長（業務次長を除く）及び庶務課長の職にあ

、「 」った者 人に確認した結果 法律違反であるという認識はあった73
が 「従来からの慣行で行われてきた」ものであり 「黙認せざるを、 、

得なかった」等の回答があった。

また、無許可専従期間中における行為者の態様については 「主、

に職員団体の業務を行っていたが、職員としての本来の職務も行っ

ていた」等の回答があった。

ｃ 超過勤務手当について

行為者が職員団体の用務がないときは本来の業務を行っていたと

しており、本来業務において超過勤務を行った時間数として、超過

勤務手当を支給していた。

ｄ 勤務評定について

社会保険事務所長等は、勤務評定記録書の評定において、無許可専
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従の実態を知りながら、通常並の評価を付けることがあった。

オ 行為者 人に対する追加調査を行い、無許可専従の態様等について12
確認した結果、行為者の回答の概要は次のとおりであった。

ａ 無許可専従を行った理由、管理者の了解の有無

「職員団体の用務に従事するときはその都度、職場の上司や同僚

等に連絡をしていたので、職場の理解を得ていると考えていた 」。

等の回答があった。

また 「無許可での専従行為は違法との認識はあったが、職員団、

体の用務がない時は職場で本来の業務を行っていた 」との回答で。

あった。

ｂ 無許可専従期間中の組合用務について

業務処理方式に関する管理者側との事務折衝やそれに必要な資料

作成などの職員団体の用務を行っていた。

なお、職員団体の用務に充てる時間の割合は、勤務時間の大部分

に当たるとする者もあれば、半分を超える程度とする者もあった。

12 10 9 1カ 無許可専従を行っていた 人のうち、 人（現職者 人、退職者

人）は、当時大阪社会保険職員労働組合の組合員であり、それらの者

の主な役職は委員長、副委員長、書記長、書記次長、会計、執行委員

であった。

また、他の 人（現職者）は、当時全厚生職員労働組合大阪支部の2
組合員であり、その役職はいずれも書記長であった。

無許可専従を行っていた期間の平均年数は、 年 ヶ月で、最も長3 9
期間の者は 年であった。7

③ 京都社会保険事務局

ア 京都社会保険事務局に係る管理者調査において、所属する職員が無

許可専従を行うことを認めた又は黙認したという「事実があるか」に

ついて確認した結果、調査対象者 人のうち 人の管理者から、同135 9
一の 人の職員について無許可専従を行うことを認めた又は黙認した1
事実が「ある」と回答があった。

また、当該無許可専従を行っていたとされる者は社会保険事務所に

、 、勤務しており 平成 年 月 日から平成 年 月 日までの間12 11 1 17 1 31
社会保険事務所内の自席で本来の業務を行わず、社会保険事務所内の

別室に設置した机（以下「組合事務室」という ）で職員団体の用務。

を行っていた、と回答があった。
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イ 管理者調査で無許可専従を行っていたと報告された職員（以下「当

該者」という ）に対して調査を行い、報告された内容について「事。

実と相違ないか」と確認した結果 「無許可専従の事実はない」との、

回答があった。

ウ 当該者が無許可専従を行っていた当時の同僚等職員 人に対して調8
査を行い、管理者調査及び行為者調査により判明した無許可専従の期

間について「事実と相違ないか」確認した結果、 人が期間は一致し2
ないが無許可専従があったとし、 人から「わからない」と回答があ6
った。

エ 京都社会保険事務局に設置した服務関係調査班(以下「京都調査班」

という ）は、平成 年 月 日に、特別調査員（弁護士）立ち会。 20 1 28
いの下で、当該者が無許可専従を行っていたと報告された当時の事務

所長、事務所次長(業務次長を除く）及び事務所庶務課長の 人に対8
し、聴き取り調査を行った。その結果、勤務時間中の「大半は組合事

務室にいた」とした者は 人、その他の 人についても当該期間内に6 2
自席で業務を行っていたという明確な回答はなかった。

、 、 、オ 京都調査班は 平成 年 月 日に 特別調査員立ち会いの下で20 1 29
当該者が無許可専従を行っていたと報告された当時の直属の上司及び

同僚の 人に対し、聴き取り調査を行った。その結果、勤務時間中の8
「大半は組合事務室にいた」とした者は 人おり 「組合事務室及び6 、

自席のどちらにもいた」とした者は 人いたが、主にどちらにいたか2
については回答がなかった。

、 、 、カ 京都調査班は 平成 年 月 日に 特別調査員立ち会いの下で20 1 30
当該者に対し聴き取り調査を行った。その結果、当該者は自席で本来

、 。の仕事をしていた旨の回答をし 無許可専従については否定している

、 、 、キ 京都調査班は 平成 年 月 日に 特別調査員立ち会いの下で20 3 12
当該者に対し 回目の聴き取り調査を行った。前回の管理者及び第三2
者への聴き取りの調査の証言、当該者の事務分掌（他の者に比べ極端

に少ない 、出張（本来業務の出張が無い）及び超過勤務（実績が無）

い）の状況等を当該者に示し、管理者が認め又は黙認した下で無許可

専従が行われてきたのではないかと改めて質したところ、改めて当該

者はこれを否定した。

ク 無許可専従について当該者は否定しているが、管理者及び同僚等の

証言、当該者の事務分掌（他の者に比べ極端に少ない 、出張（本来）
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業務の出張が無い）及び超過勤務（実績が無い 、当該期間における）

当該者の決裁書類の状況（押印した決裁文書が無い）等の傍証から無

許可専従が行われていたものと認めることが適当である。

ケ この当該者は、当時全厚生職員労働組合京都支部の組合員であり、

職員団体での役職は書記長であった。

コ 超過勤務手当及び勤務評定については、別途調査の結果以下のとお

りであった。

ａ 当該者は、無許可専従を行っていたとされる期間において、超過勤

務の実績はなく、超過勤務手当も支給されていない。

ｂ 社会保険事務所長は、勤務評定記録書の評定において、当該者につ

いて無許可専従の実態を知りながら、高い評価を付けることがあっ

た。

④ その他の社会保険事務局

、 、 、東京 大阪 京都社会保険事務局以外のその他の事務局については

管理者調査の結果、無許可専従が存在していたとの回答がなかった。

⑤ 本庁担当課長等調査

、 、当初調査において 無許可専従者の存在が明らかになったことから

社会保険庁本庁の職員団体を所掌する部署の課長等の職にあった者に

対して、東京、大阪社会保険事務局等から無許可専従についての「報

告や相談」があったか、または当該事実を何らかの形で知り得ていた

かの調査を行ったところ、いずれも「報告や相談はなかった 、当該」

事実は「知らなかった」等の回答があった。

⑥ 調査結果の整理

ア 無許可専従者の状況

ａ 無許可専従者が存在していた期間において、東京事務局においては

、 。常時 ～ 人が 大阪事務局においては常時 ～ 人が存在した10 13 1 7

ｂ 京都事務局においては、 人の存在があったと認めることが適当で1
ある。

（備考）

国家公務員法等の規定により許可又は承認を得て休職となり、在籍

10のまま職員団体活動を行う いわゆる 在籍専従 は 全国で常時、 「 」 、

人以上が存在したが、多い年度では 人が存在した（平成 年度以18 11
降の記録による 。）
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平成 年度以降、在籍専従者が存在した都道府県等11
北海道、青森、宮城、山形、福島、千葉、東京、神奈川、

新潟、富山、岐阜、静岡、愛知、京都、大阪、兵庫、岡山、

山口、佐賀、熊本、鹿児島、沖縄、本庁

イ 無許可専従者の活動内容等

無許可専従を行っていた者の主な活動内容は、新規業務の導入や事

務処理方法の変更の際に行われる管理者側からの協議に対し、業務種

別ごとに分担された職員団体の担当者が、職場においてそれを具体的

に実施するにあたり、職員の勤務条件の維持・改善を図る観点から事

務体制や事務処理上の問題点等を分析・検討し、または組合員からの

意見を集約し、管理者側に対して事務処理方法に関する提案、実施の

ための体制整備の要求等を行い、必要に応じて覚書・確認事項等を取

り交わすなどにより、職員の勤務条件の維持・改善を図ることであっ

たとしている。

また、管理者側においても、無許可専従を認め又は黙認してきた。

(2)兼業

ア 滋賀社会保険事務局の管理者に対し管理者調査を行い、所属する職

員が許可を受けずに兼業をしていた「事実があるか」について確認し

た結果、 人の管理者から 人の職員について許可を受けずに兼業を2 1
している「事実がある」と回答があった。

イ 管理者調査で許可を受けずに兼業を行っていたと報告された職員に

対し行為者調査を行い、報告の内容について「事実と相違ないか」と

確認した結果、事実と「相違ない」と回答があった。

兼業の内容については、行為者は「昭和 年に父親から自宅、アパ55
、 、 、 」ート及び土地を相続し その後 マンションを建設し 経営していた

との回答であった。

なお、不動産の経営については、管理会社と契約しており職務の遂

行に支障はないことを確認した。

(3)その他の服務違反

無許可専従及び兼業を除く服務違反について、管理者調査を行った結

果、勤務時間内組合活動、争議行為、リボン・プレート着用行動、度重

なる遅刻・欠勤について10人の行為者がいるとの報告があった。これに

ついて追加調査を行ったが、度重なる遅刻・欠勤については、欠勤の取

り扱いが適正にされており、それ以外の服務違反については、行為が行

われた時期、勤務時間の内外が不明であり、企画・指導した者の特定も

できず、処分に該当する事実は確認できなかった。

なお、政治的行為については、管理者からの報告はなかった。
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( )週刊誌等で指摘のあった事項4
① 北海道ブロック監察官調査

ア 一部週刊誌に、北海道の社会保険事務所で働いていたとする者の証

言として 「職場にほとんど出勤せず、組合活動ばかりやっていまし、

た 「選挙応援活動に組合員が公然とかり出されていた」と指摘さ」、

れた職員（以下「本人」という ）及び本人が職員団体の幹部であっ。

た当時の職場の管理者、同僚等（以下「同僚等職員」という ）12人。

に対して、北海道社会保険事務局に設置した服務関係調査班が、掲載

された記事の内容の事実関係について聴き取り調査を行った結果、本

人及び同僚等職員から 「記事に掲載されたような事実はなかった」、

等の回答があった。

イ このため、法令違反行為の事実は確認できなかった。

② 国費評九州地連関係調査

ア 一部週刊誌において、平成13年に開催された「国費評議会九州地区

連絡評議会三役会議（議長、副議長及び事務局長 （以下「会議」）」

という ）の場で 「時間内組合活動、職場集会をやったり」等の議。 、

論がされたとする「国費評九州地連三役会議まとめ」と題する文書に

係る記事があり、九州地方で時間内組合活動や職場集会等が行われて

いたのではないかとの指摘があった。

このため、九州の各社会保険事務局に設置した服務関係調査班にお

いて、当時の地連役員であって、同会議に出席した者及びその当時の

上司、同僚、部下等に対し、ヒアリング調査を行った結果は次のとお

りであった。

ａ 「会議」は、平成13年11月30日19:00過ぎから佐賀市内の飲食店及び

出席者の自宅で地連役員4人が参加して懇親会のような形で行われた

と回答があった。

b 当該「まとめ」は、会議の出席者の1人が作成したものであり、他県

の出席者との調整は行っておらず、作成者を除く3人はその存在及び

内容を承知していなかった。会議の場での「時間内組合活動、職場集

会をやったり」という発言及びその実態については、3人とも「なか

った」と回答があった。

ｃ 作成者も、会議の場での発言及びその実態については「なかった」

と回答があった。
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ｄ この様な内容のメモを作成した理由は、当時、増大する国民年金入

力業務の効率化に係る検討において、社会保険事務所で派遣職員が入

力業務を行うという案があり これに否定的な意見を持つ作成者が 派、 「

遣職員は低賃金、無権利、2～3年で使捨てのような厳しい職場環境に

あり、その派遣職員が事務所に入ると、事務室で電話がかかってきた

ときの職員の対応の態度、職員同士の事務処理手順の確認の会話、休

憩時にお茶を飲むなど、様々なケースにおいて対応が悪い、無駄があ

る等の誤解を受け、昼休みの休憩時間や定時の着席が遅れたときなど

も、時間内の組合活動、職場集会を行っていると見られてしまうと考

、 、 、え オルグで問題提起し 組合の取り組みの弱さを指摘するとともに

組合員の危機感を高め意思統一するため、オルグの説明者に誇張した

内容で説明させる必要があると考えたため」と回答している。

イ 会議に出席した4人の、当時の上司、同僚及び部下等15人に対し、

「当時、出席者本人が、時間内組合活動や職場集会を行っていた事実

があるか 、また「無許可専従を行っていた事実があるか」について」

聴き取り調査を行ったが、その事実を明らかにする回答は得られず、

違反行為の事実を確認することはできなかった。

Ⅲ．社会保険庁における無許可専従発生の背景及び今後の取り組みについて

１．地方事務官制度下での職員管理

昭和 年の地方自治法の制定に伴い、社会保険関係業務に従事する職員22
の身分は地方事務官（国家公務員）とされ、その人事権及び予算は国が持

、 。つが 業務の指揮命令は都道府県知事によるという変則的な存在となった

このため、社会保険庁の組織的な対応として、都道府県の保険課、国民

年金課への指導、監督・管理が不足し、他方、都道府県知事部局も、社会

保険庁から派遣された保険課長及び国民年金課長に業務を任せる傾向がみ

られ、結果的に、両者とも管理が行き届かなかった状態が生じていた。

平成 年に地方事務官制度が廃止され、職員は全て社会保険庁の職員と12
されたが、その後においても不十分な管理状況が惰性的に継続して生じて

いた。

２．職員団体の活動

自治労国費評議会は 「地方事務官」から「地方公務員」への身分移管、

闘争の一環として、当時、地方公務員より低い地方事務官の賃金格差を改

善する県費差獲得の運動を全国で行う中で、各県での職員団体の組織化及

び自治労への加盟を進め、自治労組織下での職員団体の活動が活発化して

いった。

その後、昭和 年代前半のオンライン化反対闘争では、オンライン化は50
「首切り、職場破壊につながり、職業病など労働条件の低下を招く 、」

「身分移管に逆行した中央集権の強化をめざすもの 、」

などと強く反対し、数次の反対闘争を実施した。
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また、自治労国費評議会は社会保険庁本庁出身の職員が地方組織の保険

課長、国民年金課長等に赴任する際には、天下り人事反対闘争を展開し、

県庁にピケを張っての着任阻止行動や、連日組合員を動員しての新任幹部

との交渉等を行った。

このように、職員団体は、自分達の待遇改善を目指すことのみに偏りす

ぎたため、職員の間に国民・利用者の立場に立った業務運営という使命感

や視点が希薄になっていった。

３．管理者側の対応

( ) 社会保険業務は、昭和 年代後半から年金制度の成熟に伴い年金受給者1 40
数が急増し、年金の相談等の業務量は増加の一途を辿っており、社会保険

庁は国民の期待に応えた行政サービスの向上を図るため 「社会保険業務、

の全国オンライン化計画」を策定し実施することとした。

これに対し、自治労国費評議会は、前述のような反対運動を行ったが、

社会保険業務にとってオンライン化の実施は至上命題であったことから、

この反対運動を終息させ、オンライン化をスタートさせる過程で、社会保

険庁は職員団体との間で 「オンライン化に伴い地方の権限と機構の縮小、

は行わない」等を内容とする覚書を締結しており、このことは極めて問題

であった。

また、天下り人事反対闘争等に対して本庁として職員団体に対し、きち

んと対峙する対策が不十分であった。その結果、不適切な労働慣行につい

て確認書が交わされるなど職場規律の確立に十分な取り組みが行われなか

った。このようなことの積み重ねの中で、赴任した幹部職員は部下の意見

に迎合的となり、事業運営の適正実施について、必ずしも十分なリーダー

シップを発揮できなくなっていった。

( ) 上記のような状況を受けて地方組織（社会保険事務局及び社会保険事務2
所）における職員団体への対応については、本庁出身の地方組織幹部に委

ねられるところとなっており、更に、地元出身の幹部に職員団体の対応を

任せる傾向が強く、緊張感のないなれ合い的な関係が形成され、そのこと

が「無許可専従者」の存在を容認する要因となったと考えられる。

また、無許可専従を行っている職員が在籍していた職場における、一般

職員の認識としても、無許可専従者の存在を容認する傾向が存在していた

と見られる。

．職員団体との関係の適正化と今後の取り組み4
( )現在までの取り組み1

① 社会保険庁と自治労国費評議会との中央段階での覚書、確認事項等に

ついては、平成 年 月 日までにすべて破棄した。17 1 27

② 本庁から地方組織へ業務上の通達をする際に、職員団体との間におい

て事前協議を行う慣行が存在したが、平成 年 月に廃止した。16 3

③ 平成 年度以降、本庁段階で労使交渉を行った場合には、その議事概17
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要を社会保険庁ホームページに掲載し、公表することとした。

④ 平成 年 月に策定した「緊急対応プログラム」及び平成 年 月16 11 17 9
に策定した「業務改革プログラム」に基づき 項目に渡る取り組みを193
進めるとともに、平成 年 月以降 次に渡る「社会保険庁は変わり16 11 3
ます」宣言や平成 年 月に策定した「社会保険庁職員行動規範」に16 12
より徹底した業務改革と職員の意識改革に取り組んでいる。

⑤ 自治労国費評議会は、平成 年 月国費評議会総会において、社会保16 8
険庁改革への取り組みについて 「村瀬長官のもと最大限の努力」を行、

う旨の活動方針を採択した。

⑥ 全国社会保険職員労働組合は、平成 年 月「年金記録問題にかかる19 6
申し入れ」において 「現場から年金記録問題にかかる不安解消に向け、

た取り組みを精一杯取り組む決意」との姿勢を表明した。

⑦ 全厚生労働組合は、平成 年 月「年金記録の適正化等に関する申入19 6
書」において 「年金記録の適正化、国民の権利保障に全力を傾注する、

ことが何より重要と考えます」との姿勢を表明した。

( ) 今後の取り組み2
今後の労使関係については、過去の反省に立ち、国民本位のサービス

を提供するという基本認識を共有し、良い意味での緊張関係の下、適切

な労使関係の形成に努める。

このため、これまで進めてきた業務改革の推進について、これの充実

を図ることはもとより、勤務管理については具体的に次のような対応を

図ることとしている。

① 現行の業務監察に加え、服務規律に関する監察を実施するとともに、

社会保険庁本庁に置かれている法令遵守委員会に外部委員（弁護士）を

設置して長官に直接助言する体制の整備、内部通報制度を拡充して外部

窓口（弁護士）の設置、ｅラーニングの仕組みを活用したコンプライア

ンス研修の実施など、コンプライアンス体制の強化を図る。

さらに、管理職の人事異動の際に、新任管理職員が前任管理職員の行

ってきた服務規律管理の状況の点検を行い、社会保険庁本庁に報告する

制度の導入について検討をする。

なお、県域を越えた広域の人事異動をさらに推進する。

② 社会保険庁においては、上記のとおり、従来の通報窓口に加え、外部

の弁護士を活用した通報窓口も設置したことから、今後、今回の調査

結果を社会保険庁ＬＡＮ等で職員に周知した上で、外部の弁護士を活

用した通報窓口で広く情報を求め、既に判明している者以外の無許可

専従が明らかになった場合は、個別に調査を実施することとする。
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③ また、平成 年 月に設立する日本年金機構においては、職員の身22 1
分の承継が行われないことと同様に、職員団体も労働組合の承継規定

が設けられておらず、新たな労使関係を構築することとなるが、民間

法人として新たに労働基準法等の関係法令に則った適切な労使関係を

形成する。

Ⅳ．処分等

１．国家公務員法に基づく懲戒処分等

今回明らかになった無許可専従に係る行為者及び管理者等、服務違反に

、 。関与した者については 速やかに国家公務員法に基づく懲戒処分等を行う

なお、処分を受けた者が全国健康保険協会の採用候補者となっている場

合には、その行為の内容、勤務成績等を含め設立委員会へ報告することと

している。

２．給与の返還

無許可専従に関し、会計法に基づき給与の返還請求を行うとともに、時

効消滅分については自主返納を求める（職員としての本来業務を行ってい

たことが確認された職員には、その部分を除いて算定する 。。）
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(別添資料)

服務違反調査の結果

１．無許可専従

調査結果
管理者調査 行為者

調査
行為者 管理者等 無許可専従(全調査対象者数)

， 人 期間中の6 722
給与等の(全回答者数)

， 人 支給総額6 462
(注１)

服務違反の疑いが 服務違反の疑 無許可専従を行っていた 行為者の管理者として調

金額についてあると報告した管理 いがあると報 者の人数 査を行った者の人数

精査中者の人数 告された者の

※（ ）書きの 人数

上段は調査対象者数

下段は回答者数

東 ４３人 １７人 １７人 ９８人 約 億円5.6
京

（うち退職者 人）481 人 1
人442

京 ９人 １人 人 １６人 約 億円1 0.3
(注２)都

人135
人132

大 ４０人 １２人 １２人 ６６人 約 億円3.2
(注２)阪

（うち退職者 人）479 人 1

人479

９２人 ３０人 ３０人 １８０人 約 億円9.0
計

（うち退職者 人）1,095 人 2

人1,053

（注１）給与等の支給総額には、消滅時効以前の支給額も含む。

（注２）職員としての本来業務を行っていた部分を除いて返還金額を算定することとしている。
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２．兼業

管理者 行為者 行為者

調査 調査

項

目 調査結果服務違反の疑 服務違反の 兼業を行って

いがあると報 疑いがある いた者の人数

告した管理者 と報告され

の人数 た者の人数

管理者（本人からの申し出を含む）から、兼

滋 ２人 １人 １人 業を行った者がいるとの報告があり、調査の結

賀 果、行為者は昭和 年に父親から自宅、アパー55
社 ト及び土地を相続し、その後、マンションを建

会 設し、経営していたことが明らかになった。

保 不動産の経営については、管理会社と契約し

。険 ており職務の遂行に支障はないことを確認した

事 以上から、兼業の事実を確認し、処分に向け

務 た手続きを開始する。

局 なお、兼業承認については、行為者から申請

書を提出させ、平成 年 月 日、承認済で20 3 31
ある。

３．その他の服務違反調査の結果
（１）管理者調査で報告のあった次の調査項目について調査したところ、処分に該当する事実は確

認できなかった。

管理者 行為者

調査 調査

項目 調査結果服務違反の 服務違反の

疑いがある 疑いがある

と報告した と報告され

管理者の人 た者の人数

数

昭和 ～ 年代に、職員団体の定期大会に参加したという40 50
５人 ５人 管理者本人からの申し出があり、休暇届の提出の有無、実施年

月日、時間、内容、参加回数、組合での役職及び勤務時間内外

について聴き取りをしたが、記憶が曖昧で、事実関係を確認で

きるような証言は得られなかった。なお、休暇簿等の書類につ

（ 、 ） 、いては文書保存期限 休暇簿 年 出勤簿 年 を過ぎており3 5
確認することができなかった。

また、当時の上司に対する調査を行ったが、記憶が曖昧で事

実関係を確認できるような証言は得られなかった。

以上から、処分に該当する事実は確認できなかった。

勤
務
時
間
内
組
合
活
動

事

案

１
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管理者 行為者

調査 調査

項目 調査結果服務違反の 服務違反の

疑いがある 疑いがある

と報告した と報告され

管理者の人 た者の人数

数

管理者から、平成 年頃に休暇を出さずに早退し（ 回 、14 1 ）

組合役員の送別会に参加した者がいたとの報告があった。

１人 １人 調査の結果、行為者は早退を否定し、また、第三者からも行

為を確認する証言は得られず、証拠も存在しなかった。なお、

送別会は勤務時間外に行われていた。

以上から、処分に該当する事実は確認できなかった。

管理者から、争議行為はあったが、勤務時間内外、実施年月
２５人 ー 日、時間及び企画等を行った者などは不明との報告があった。

また、当時の労務担当に対する調査を行ったが、記憶が曖昧で
事実関係を確認できるような証言は得られなかった。
以上から、処分に該当する事実は確認できなかった。

管理者から、リボン・プレート着用行動はあったが、勤務時
３４人 ー 間内外、実施年月日及び企画等を行った者などは不明の報告が

あった。また、当時の労務担当に対する調査を行ったが、記憶
が曖昧で事実関係を確認できるような証言は得られなかった。
以上から、処分に該当する事実は確認できなかった。

管理者から、欠勤した者がいた（平成 年頃）との報告が15
２人 １人 あったが、調査の結果、病気による欠勤で、その後病気休暇を

取得しており、給与減額等の欠勤処理は適切に行われていた。
、 。以上のように 当該事案は処分に該当する事案ではなかった

管理者から、欠勤した者がいた（平成 ～ 年頃）との報9 11
３人 １人 告があったが、調査の結果、病気による欠勤で、その後病気休

暇、休職を取得しており、給与減額等の欠勤処理は適切に行わ
れていた

、 。以上のように 当該事案は処分に該当する事案ではなかった

（ ）管理者から度重なる遅刻をした者がいた 平成 ～ 年頃13 15
１人 １人 との報告があり、行為者及び第三者への確認をしたが、管理者

が遅刻の時期を明確に記憶しておらず、また、明確な証言及び
証拠も得られなかった。
以上から、処分に該当する事実は確認できなかった。

管理者から遅刻をした者がいた（平成 年）との報告があ19
1 30１人 １人 ったが、調査の結果、報告された２回の遅刻のうち、 回（

） 、 ） 、分 は連絡済であり 回( 分 の遅刻のみであることから1 10
調査対象とした「再三の注意にかかわらず遅刻を繰り返した」
には該当しない。

報告なし ー ー
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